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Abstract 

  The 'Purpose of this paper is to analyze the contemporary polito-economic relation 

between Taiwan and mainland China through . the perspective of deepenig economic 
integrartion and interplay of the two sides of the Taiwan Strait . 

 From the middle of the 1990's, Taiwanese electronics industries which became the 

leading ones for its economic development have been shifting their product bases to 

mainand China. The increased interplay is driving the process of economic integration 

in the cross-strait and as a result, each society has been more mutually influenced by 

the other. 

  Today, we can observe the trend of socio-economic convergence between Taiwan 

and mainland China regardless of their political conflicts. Taiwan's society is to the 

direction of more democratic and "national" i.e. Taiwanese-oriented , on the 
other,mainland China becomes more market-oriented and decentralized in line with its 

social openization by the economic reformation. 

 In the early period of the 21st century, Taiwan and mainland China may be able to 

establish the basis of their reunification by the prevalence of socalled information 

technological (IT) revolution. China's IT-oriented social transformation will be partly 

achieved through the infiltration of Taiwanses electronics industries there . In other 
words, the prosepect of the reunification depends on how rapidly developes the 

cross-strait's economic interdependence.
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はじめに

1998年 の台湾経済は日本や他のアジア諸国への輸出減少(前 年比マイナス9.4%)に 起因する

設備投資の不振から成長率が4.8%と 、82年 に3.6%を 記録 して以来の低水準の成長となった。ま

た99年9月 の大震災は同国の実質経済成長率を0.2%程 度押 し下げるとも言われている。1)しか

しこの数年、他のアジア諸国の多 くが通貨金融危機の激震 に見舞われ経済成長率 の大幅な下落を

経験 したのに比べて、台湾経済は例えば97～98年 の平均失業率が2.7%に 留まったことに見るよ

うに、比較的堅調なパフォーマソスを維持 して きた。2)香港返還後ますます中国からの統一攻勢

が予想 されるなど、台湾を取 り巻 く政治的環境は必ず しも彼 らにとって有利 ものとは言えない。

アジア通貨金融危機の、少なくとも一つの原因に、当該政府のガバーナビリティー(統 治責任能

力)へ の不信が内外投資家の不安心理 を誘い、特に外資の忌避現象を促 したことがあったことを

考慮するとき、そ うした政治的ハソディを克服する形で、比較的安定 した経済パフォーマソスが

台湾で堅持 されているとい う事実は、それ自体興味ある現象である。

それを説明す る有力な理 由の一つとして、厳 しい競争環境で鍛 え抜かれた100万 社 を超える企

業群の旺盛な活動が挙げられる。企業規模の如何を問わず、現在の台湾企業は 「大競争時代」に

耐 えうるべく経営刷新を図る中で、生産拠点の海外 シフ トを強めるなど、ますます グローバル化

の趨勢にある。そ して、その主導的地位を占めるのは電子産業である。近年の台湾電子産業は国

際競争力強化のために海外生産指向を強め、また国際市場へのいっそ うのアクセスを図っている。

台湾の今後の経済発展の可能性は、「電脳立国」を目指す関連企業群によるグローバル 。マーケ

ティソグに多分に依存することになるだろう。
一方、台湾ではこの十年来、豊かな中間層の台頭を背景として本省人主導による民主化が進展

し、元首民選を実現させるまでに至 っている。台湾の統治組織は自国企業のグローバル化を支援

し、その国際競争力に依拠することで初めて国際政治の舞台での劣勢を埋め合わせる経済外交を

展開することが出来、 自身の統治正当性を維持更新 してい くことが可能となるのだが、この文脈

において厄介な問題が生 じることになる。それは、台湾経済がますます海外 との リソケージを強

めるにつれ、台湾企業にとって最 も吸引力のある投資対象地が他ならぬ中国大陸であ り、そこに

は台湾の既存統治組織を認めない別個の体制が統治をしている、とい う問題である。今日の台湾

社会において顕在化 してきた、 この 「ビジネスの論理」 と 「政治の論理」 との乖離は、すなわち

これまでの台湾と大陸との錯綜 した政治経済的関係の反映で もある。

周知のように、この10年 の間に台湾と改革開放に転 じた中国大陸との問には、モノ・カネ ・ヒ

トの移動を通 じて経済的交流が急速 に進んできた。表向きの政治的対立とはうらはらに、中台両

岸はますます社会的緊密性を深め、経済的"一 衣帯水化"は 今後いっそ う進展 してい くものと予

想 されている。そ してそこから生 じるダイナミクスは、両岸社会のあ りようをも大 きく変えてい

くイソパクトを中 ・台双方に及ぼすことになるだろ う。拙稿では両岸経済の統合化プロセスを概

観 した上で、特 に電子産業の発展が牽引 してきた台湾における経済的構造調整と両岸それぞれの

社会的変貌 トレソ ドをふまえ、21世 紀の中台関係を展望 したい。

1.台 湾電子産業の発展要因と生産拠点シフト動向

台湾電子産業の起源は1960年 代初頭、 日本電気、沖電気など日本電機 メーカー数社の進出にま
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で遡 ることできる。 これら日本メーカーは現地企業との合弁による現地市場販売 を目的と したも

のが多 く、 トラソジスタ、白黒テ レビ等の家電製品生産が当初の主流であった。一方、幾つかの

米系企業が米本土への逆輸入 を目的に100%子 会社を相次いで設立 した影響 もあって、台湾では

電気機器の輸出産業化が急速に進展 し、1969年 にはテ レビ市場で輸出台数が国内生産向けを上回

るなど、輸出指向が鮮明となった。外資主導下で進んだ電気産業の裾野は70年代に入って地元 メー

カーへと拡が り、電気機器の生産主体 もまた大同公司(Tatung)な どの国内大手 メーカーに移 っ

ていった。カラーTV、 ラジカセなど、後年パソコソ部品生産 の底辺技術要素 を備えた製品が輸

出の中心に躍 り出るのもこの頃である。特に中期頃より海外需要が急伸 した電卓、電子 クロック、

TVゲ ーム生産は、小資本による参入容易性 も手伝 って、台湾中小企業の参入を誘発 し、情報機

器生産の基礎的技術獲得の機会を幅広 く台湾製造業に提供す ることになった。台湾電子産業の基

礎はこの頃に確立 した。

1980年 に米国の巨人BMが 本格的にパソコソ事業に参入 し、部品の外注主義とオープソ ・アー

キテクチュアー路線を採用 して、大部分のソフ トウエアー情報 とハー ドウエア規格を公開 したこ

ともあって、台湾の電子産業は大きな飛躍期を迎えることとなった。その賦存技能労働力の豊富

さと廉価性 も手伝って、台湾 にはBM製 品との互換性を もつパソコソ機器の委託生産(Original

Equip卑entManufacturing=OEM)が 海外から舞iい込んだ。 メーカー間競争によって促進 され

たパソコソの低価格化と機能向上 による汎用 コソピュータ代替化の流れは、台湾電子産業が発展

す るうえでの重要な外部要因であった。80年 には台湾に政府主導によるスピソオフ支援企業で初

の半導体製造会社である聨華電子公司(UMC)が 創設 され、また台湾のハイテク立国化を象徴す

る新竹科学工業園区も同年 に誕生 した。また半導体受託加工生産 に特化 .した台湾積体電路公司

(TSMC・1987年 創立)が 世界初のファソドリー ・サービス会社として登場 したことは、台湾の半

導体生産構造を大いにユニー クなものとした。中小企業が多 くを占める台湾にあって、 ファソ ド

リー ・サービス企業は膨大な設備投資負担から彼 らを解放す るとともに、生産工場施設を持たず

半導体チップの設計 ・デザイソに特化 しうる、いわゆるファブ レスメーカーを広汎に台頭せ しめ

る産業的基盤を提供 したのであった。OEM

生産 に集中した ことも手伝 って地場企業の

電子電機製品輸出は好調に伸び、84年 には

大同公司が初めて同産業製品輸出首位の座

を外資系企業(RCA)よ り奪取、 また情報

機器 のOEM輸 出は87年 を境 に外資系企業

のそれを上回るに至 った。(図1参 照)こ

うした趨勢下で情報機器輸出メーカーは85

年の1500社 から88年 には4300社 となった。

さらに、87年 には電子電機産業生産額が全

製造業生産額の1割 を超え、それまでの主

力製造業であった食料品、紡織品を上回り

首位の座を占めるに至る。 この間、自社ブ

ラソ ド生産 も始まり、その最大手メーカー・

エイサー社(宏 碁電脳、1976年 設立)は88

年に株式を上場する。ちなみに、この年の
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台湾のパソコシ出荷台数は218万 台 と、世界の約1割 を占めるまでになった。3)産業構造高度化

に伴 う電子産業比較優位化は今後 も進むものと予想 され、経済部工業局の見通 しによれば、製造

業生産額に占める技術集約型産業比率は1990年 の31%か ら2000年 には40%に 達す るとされている。

(表1参 照)ま た表2に 見るごとく、90年 代に入 って新規上場企業中には電子産業企業 も増加 し

ている。台湾の"ハ イテクアイラソ ド"へ の変貌は極めて急 ピッチに進みつつあることが うかが

われ る。

構造調整が比較的順調 に進んだ要因の一つには、発達 した中小企業生産の競合的共存環境が挙

げ られ る。おおよそ14.8万 社ある台湾中小製造業企業(1997年 値4))は 、厳 しい競争 を繰 り拡 げ

つつもしば しば互いに提携 し、相互外注方式を採用することで コス ト削減や柔軟な経営戦略を維

持 し、時々の経済状況に対応 して有機的な生産体制 を維持す ることに俊敏性を発揮 して きた。

『ジャパソ ・アズ ・ナソバー ワソ』の著者 として有名なEzra.F.Vogel教 授は、中小製造業企業

を取 り巻 く台湾の競争的共存環境が もたらしたメリットについて、以下のように要約 している。

「…海外からの注文に応 じるために、多 くの小企業所有者は しば しば連合 して、充分な数の製品

を製造することができた。そのような連合のや り方には個別企業の リスクを減少 させ、…(中 略)
…単一 の大 きな顧客に依存せずともすむという利点がある。…(中 略)… 彼 らは大量の資本投下

を必要 とせずに、また不景気の時にも大きな損失をせずに事業を拡大 した り、契約をすることが

できるとい う柔軟性をもった。」5)

短期間での製品 リニューアルを特徴 とす る電子産業のOEM生 産(最 近では一歩進んでODM=

OriginalDesignManufacturingも 登場)に とって、旺盛な企業家精神の所在 と生産構造上のフ

レキシビリティーこそは、海外 メーカーからの受注 を勝ち取るうえでますますその重みを増 しつ

つある。

一方、台湾の場合いま一つ特筆すべきは、経営資源の移転とハイテク技術革新 に果たした政府

の役割 であろう。台湾では輸出指向工業化を達成するために伝統的に財政政策的支援に重点をお

いた産 業政策が一貫 して続けられてきた。G.Ranis教 授は台湾経済 の特徴の一つとして、政府

表1.台満葭造業生産類に占める技臘}比 薄重(%》

欝 製飆
表2,台耋覦 上場企業致の弼(1986～96年}

年

1991

1992

1993

1994

1995

ig96

1997

1998*

1999*

2000*

31.2

32,2

33.6

34,1

35.7

37.7

38.2

38.8

39.4

40.0

年 繕致 織電催黷 年 繕 数 繍詮鐓
1983 6 1(0) 1990 18 4(2)

1984 4 0(0) 1991 22 7(5)

1985 4 2(0}
'1992
35 4(2)

1986 3 0(O) 1993 29 6ω

1987 11 1(1} 1994 28 7(3)

1988 22 7(2} 1995 34 11(4}

1989 18 2(0} 1996 25 11(7)

照)醜 騰{1メ 十 数

*オ(楼祐分「台醜于立国への40年Fjより(出所}前表資料飛o.562

注:*雌済缸絹翔

(蹶)葭表難Nα580
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が国内および海外市場の機能 を重視 しつつ採 ったプラグマテ ィックな政策を挙げ、経済発展に果

たした経済計画が市場機能 と整合性を保ちつつ民間企業群にイソセソティブを与え続けたことを

評価 している。6)こ の、いわゆる 「政府の市場に友好的な介入論」 と同様の評価は世界銀行の報

告書 『東 アジアの奇跡』に中でも紹介されているが、世銀はさらに資本蓄積、資源の有効配分、

技術的キャッチアップを市場指向から政府主導にわたる政策の組み合わせで達成 されたとし、よ

り詳細に選択的介入 による政策内容を吟味 した 「機能的アプローチ」の意義を強調 している。7)

いずれにせ よ、台湾は民間企業の輸出振興を重点的に指向 し、比較優位を不断に革新すべ く製造

業種の高度化を図ることを主眼として、その選択的介入を展開 してきたのであった。特 に収穫逓

増産業であるハイテク産業のケースにおいては、人的資本蓄積の度合いとそれが持つネ ットワー

ク外部効果が生産性上昇に重要な影響を及ぼ し、その貿易もまた 「規模の経済性あるいは技術競

争上の優位性を反映 した一時的な利益を強 く反映す るもの」(Krugman8))と の特性を強 く持つ

ようになっている。 したがって今 日では、民間投資の調整 を促進 し得る政府の産業育成政策の優

劣は、それ自体が一国の競争優位をも規定する要因ともな りうるのである。9)有名な新竹科学工

業園区は80年 の成立以来、台湾のハイテク ・アイラソ ド化を象徴す る施設 として政府主導下で急

速な発展を遂げて きた。同園区は98年6月 現在で259社(う ち、211社 が台湾企業)、7万 余人が

勤務するハイテ クセソターあり、営業額は97単 年度で約4000億 台湾元に達 した。(表3参 照)98

年 現在の業種別では集積回路生産企業が約半数、以下 コソピュータとその周辺機器、情報通信装

置、光ファイバーなどが続 く。また園区内で操業する企業群の生産品 目については、同年生産上

位10品 目に見 るように製造品の高規格化 ・高付加価値化が うかがわれる。10)(表4参 照)科 学工

業園区では台湾工業技術研究院(ITRI)を 中心に民間企業への技術移転 を推進するとともに、研

究者のスピソオフを支援 しており、起業家精神の覚醒が促され る。今 日ではネットワーク機器開

発で有名なアク トソ(智 邦科技公司)な どの有力企業が輩出 している。11)さ らに、同園区はま

た 「台北から新竹一帯に形成されたよく組織化 された分業体制」12)を 備 えたハイテク産業 クラ

スターの一部を構成 してお り、 これが研究者のスピソオフによる起業を再生産 させる有力な基盤

となっている。 この産業 クラスター内でに働 くライバル間の競争環境 は分業を通 した技術移転を

活性化するとともに、各企業た製品のコス トダウソを強い、いっそうの経営合理化を迫る圧力を

強化する。ひいてはそれが台湾電子産業の比較優位化、国際競争力強化を促す大きな要因ともなっ

ている。M.Porter教 授が分析 したように、「有能な国内ライバルは競争優位の一源泉とな りうる」

のである。13)

表3.新槲 学工飄 区の発展趨勢(1983年～1998年6児)

(出所)新満科学]暉襄扇区管理慮r醐&Guidebook'97よ り幟

表4.1998年舗 科学工蹴 品B(電。台翫 黙 マイナス)

年 企 業数琳鎹類倦台嗣 驟釈λ億・鴿 元)懲員爼人) 製 品名 生 産額 辭増妣 娯ρ 売 上蟇 鳶勵 比㈱
1983 37 20 30 3,583 1 ウ:ロ、一〇闘 65,940,260 3.83 65,687,283 7.07

85 50 41 105 6,670 2 DRAM 48,711,80 ■L51 47,628,198 1.08
87' 78' 106 275 12,201 3 その齷子編 32,267,128 12.26 31,333,883 20.51

89 107 282 560 19,071 4 ノート型パソコン 31,429,079 23,37 28,967,504 23.98

91 137 551 777 23,297 5 鰤IC 24,183,345 12.60 22,477,123 7.67

93 150 669 L290 28,416 6 PCボード 19,306,299 59.11 19,287,170 58.25

95 180 1,477 2,992 42,257 7 粭式スキャナー 18,80α029 ■20,96 18,977,450 5.45

96 203 2,584 3,182 54,806 8 デス外 ヲブPC 18,087,60 奮30.21 18,419,523 ■26.51

97 245 3,756 4,002 68,410 9 デジタ廟 絋用IC ll,237,830 16.85 10,830,838 7.95

9趾翔 259 4,211 2,123 70,930 10 集纏 器 10,758,623 40.24 10,10&049 29.26
臨F、㎜ 夢T蜘r餬 冨占r臨綴 Ω」【.滝 貌 し ・ 齢

(出房)r交涜』No,594
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ところで、国際競争力を強化拡大する唯一の手段が国内産業構造のさらなる高度化 と、その帰

結としての海外生産拠点 シフ トにあることは言 うまで もない。1952年 から98年 までの間に、台湾

か らの対外直接投資はおよそ186.1億 ドル(中 国大陸除 く)に 達する。 うち北米 ・中南米地域 に

は114.6億 ドル、アジア地域へは61.3億 ドルが展開 した。14)特に90年 代 に入 ってアジア地域への

投資は急増(特 に94～98年 の近5年 間総計では37.5億 ドルと、対アジア投資累計の6割 強を占め

る)し てお り、 この時期、台湾資本が先進諸国市場選好の一方で廉価な工業用地、労働力等を求

めて生産拠点シフ トを推進 してきたことを うかがわせる。台湾電子産業 もまた、その例外ではな

い。97年 の台湾企業による情報通信関連機器生産額は国内 ・海外分を含めて302億 ドルと米国、

日本に次いで世界第3位 となったが、同年の国内生産比率100%機 器はノー ト型PC、 卓上スキャ

ナ、小型スキャナに限 られてお り、 しかも総体 として前年よ り国内生産比率が漸減する傾向が見

て取れる。(表5参 照)こ れは、国際競争力維持のために台湾電子産業が低規格部品や低付加価

値製品の海外生産指向を強めていることを物語 る。企業は今後 も海外生産拠点の拡散 をより熱心

に追求 してい くであろう。そ して皮肉なことに、その最大ターゲッ トこそが台湾にとって最 も
"ナイーブ"な 相手、中国大陸なのである。

表義台湾の電子情魏黼 ・国内生飆 〔1996年→97年)(生産燹:蹙US$,生産量:干ユニ,},国内臘 率およ勘率:%}

1996年 1997年

品 目 蠍 羅搬 ㈹ 国内生鶴(B) 翻生齶{C) 国騰(B/帥 蠻 纖 Φ)闘 蝿{E} 麟璧量{F}国麟(豆/D》 97/96馳 率
モニター※ 79 34,843 17,536 17,307 50.3 79 40,727 18,572 22,155 45.6 16。9

ノート型PC 53 3,781 3,781 o 1GO.0 68 4,610 4,610 0 100.0 21.9

デス外ガPC 34 5,870 一 一 一 54 8,654 796 7,858 9.2 47.1
マザー兼 ド※ 31 31,320 18,823 12,497 60,1 38 43,554 26,297 !7,257 60.4 39.0
バワ轡方イ 11 38,5io 6,470 32,040 16.8 13 50,370 6,750 43,620 13.4 30.8

卓上スキャナー※ 7 2,510 2,510 o .100.O 9 8,593 8,593 o 100.0 242.0

グラフィッ効 一礫 6 1!,500 6,900 4,600 60.0 5 14,519 10,100 4,509 69.6 26.3

CD-RO螂 ライブ 5 6,600 4,500 2,100 68,2 11 17,575 9,i32 8,443 52.0 166.3
キーポー畷 4 42,338 2,964 39,374 7.o 5 50,750 韮,451 49,299 2.9 19.9

サウンドか隈 2 9,500 8,360 1,14G 88.0 2 11,762 3,862 7,900 32.8 23.8
マウス勘 2 45,093 14,430 30,663 32.0 2 50,560 10,587 39,973 20.9 12.1

幟 キャナ譲 1 1,240 L240 0 100,0 1 849 849 0 100.0 醐.5

ビデ勃一隈 1 1,027 698 329 68.0 1 1,426 韮,186 240 83。2 38.5

ケー議 9 40,960 14,336 26,624 35.0 H 53,790 15,965 37,826 29.7 31.3

纏 5(訐205} 3(計3021

注:簿は97年の生産鶉量が量界1位の品目、■黝茸年比マイナスを示よ●

(跚 驪 聴 蹼 襟 飴TheResesn耄StatロsandTheFutureDe▽elomeRtofElectricalandEle¢tronicsl曲striesin

Ta亘wan(1998,Taiei)お よび交流絵r鱒 の電子産剰(1998年)よ り作読

2.両 岸経済関係深化の構造

台湾では1987年 に 「大陸探親」が打ち出され大陸 との人的交流が"解 禁"さ れて以来、企業の

対大陸(間 接)投 資が進んだ。 この資本 シフ トは90年 代に入 って太い流れとなっていった。93年

には 「対大陸地区投資與技術合作弁法」15)が公布され 「投資 に厳 しく貿易に寛大」の方針が打

ち出されたものの、表6に 見るように、大陸への投資 は97年 までは一貫 して増加を続けてきた。

その結果、経済部投資審議会0認 可発表額分だけで も98年末時点での対大陸投資累計額はおよそ

132億 ドル、件数に して21,600件 以上に達 して:おり、計算上では全海外投資中の概ね4割 強が大

陸へ向かったことになる。(な お、台湾では法制上100万 ドル未満の小規模大陸投資の補足が極め

て困難 なこともあって、この数字は極めて控 え目である。事実、同表に掲げた中国側発表の実行
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表6.台瀬 本の大鰤 移(1990～98年}(USlOO万$、 カ,コ内瞳可側

年 鰤鰤 台湾卿隈翻 獵 対大陸瀰 合 中甌飴簸駄傾 驪 油 帽へ循接獺に劼る
α9 蠍 く・B) (〃A+B・鐙 発麺 衡董ベース・C) 飜(新 ベース・D)台嬲(Cル 紛

1990 一 L552.2(315) 一 222.4 3,487 6.4

199重 174,2(237) 1,656.0{364) 9,5 472.4 4,366 10.8

1992 2740(264》 887.3(300} 23.6 1,053,4 ll,007 9.6

1993 3,168.4(9,329) 1,660.9(326} 65.6 3,139.1 27,515 u.4

1994 962。2(934} 1,616.8(324) 37.3 3,39L3 33,767 1α0

1995 1,092.7(490} 1,356.9(339) 44.6 3,165.2 37,521 8.4

1996 L229.2(383) 2,165.4(470) 36.2 3,482.0 41,726 8.3

1997 4,334.3(8,725) 2,893,8(759) 60.0 3,342.3 45,257 7.4

1998 2.034.6(L284》 3,296.3(897) 38.2 一 一 一

注:台黼 繖 欝議委員会認可魏,このうち、1993年の㈱ 同年3月公布『在飆 ・黼 で同法糖行以薜に謬可を得ナ大控に黜した企業の追爐可

申諺を義務甘けたた軌 また、驪97年 にも再度出されている。

(田所7台湾軽済超経祷建設委員会Ta三waoStatisticalDataboo鬟 および欄 計局『中目麾轎欄 各年飯よりf鴇ヒ

ベースによる台資導入実績とは大きな乖離が生 じている。ある民間調査機関の独自調査によれば、

98年8月 末時点での台資の対中投資額は契約ベースで約460億 ドル、件数に して46,000件 にのぼっ

ている。16)近年では台資進出動向と大陸経済との連動性がますます強まる傾向にある。一例 と

して、98年 の対大陸投資認可額が20.4億 ドルと前年の半分以下に留まった事実が挙げられよう。

それは台湾内での企業財務危機、信用収縮の動 きとともに、中国経済のスローダウソに負 うとこ

ろが大 きかったのである。

両岸経済関係深化の背景を成すものが、台湾企業のグローバ リゼーショソと共に、中国大陸に

おける対外開放政策の進展であることは論を待たない。台湾資本の対大陸投資はこれまでの広東・

福建両省を中心に行 なわれて きたが17)、中国側の外資誘導措置が従来の華南重点型から全面展

開型へと移行 したことも手伝って、近年では沿海部を北上、拡散の傾向にある。特に市場規模 と

技能労働力アクセスに優れ、高度技術移転を 目指 した産業誘致政策下で大規模なイソフラ整備が

進む長江デルタ地域への投資が90年 代半ばか らは華南地域とほぼ拮抗するようになった。(表7

参照)ま た、台資の大陸進出はこれまでは主に廉価な単純労働力を求める中小労働集約的製造業

企業によって主導 されてきたとされてきたが、近年ではこの傾向にも変化が生 じている。大陸投

資の進展 と並行 して、たとえば台湾国内の実質賃金上昇率に対す る労働生産性上昇率比は94年 を

境 に1.0を 超え、後者の上昇が次第に鮮明となってきた。(表8参 照)こ れは、それまでの国内

賃金上昇を有力なファクターとした労働集約的製造業企業の後発諸国への生産拠点シフ トが一段

落 したことを間接的ながら反映するものと考えられ、大陸への投資内容 もまた、次第に資本集約・

技術集約産業主導へと転換 しつつあることを推測 させる。事実、それを裏づけるように投資業種

別では 「食品 ・飲料」や 「紡織」等に代わって 「電子電器」が94年 以来首位を占めるに至 ってい

るし、18)投資形態において も中小企業の単独投資 に代わって、最近では幾つかの企業集団によ

る投資案件の大型化傾向も指摘 されている。19)
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衰7.台黻 塞つく台資の攤(1991～98年 上半鋤 〔US莇$)

1991 19921993 1994199519961997 1998上鴇

鞘

履

底東省8

橿 建書躰

73.3

55.9

112、01047.8

29.6473,8

230.9222.7282,81720,9 .、

96,6121.7i10,9472,2

459.0
し

1侃8

缸

デルタ

江鎚 辮

湯江省

24.4

0.2

34.4833.3

.16.8124.8

391.8394.8542,01247.3

62,857.432.8195,3

441.4

41.6

濠臚趣:魑紳 7.5 22,3194.3 56.883.2132.9233.6 46.9

東北 塘 区 0.5 15.868、3 1L543,526,262.8 N.ん

中 国全 体 174.2 274.03168.4 962.21092.71229。24334.3 1205.6

注:台黼 委員会謬噸に基づく。*鼠深珊等含む 拳*厦鳳 餐欝 籠***上 海等含重島‡***北京、天蕁等含む』

断)『交流IN⑪,574&層o.583

表8,台醐 内襲造業の実質賃金上昇率と労鋤生産性上昇率の比較(1985～97年)

年 19851986 1987 198819891990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997

労驪 縢(A・ 黝

実顫鉦躰(B・%)

2.277,35

4.479、43

6,70

9,29

5,259.127.53

9.509.989.17

9.58

7,35

3.80

5.76

3.24

4.41

3.72

2.49

6,81

1.90

5,16

1.01

6.31

3.57

鰹 ・頬賃鏃 靴 〔母B) 0,510.78 0.72 0.550.910,82 1.30 0,66 0,73 1,49 3.58 5,11 1,77
*倒魍 庭鰍与i麟欄 r樺贓 計月轍資穂 (跚舗 蹶r台湾踟 獺 よ囎詫

こうした投資動向の変化が台湾本島と大陸との水平的分業を促進 し、産業内貿易拡大の素地 と

なっている。表9は98年 の両岸貿易輸出入上位品目を比較 した ものであるが、両岸貿易が水平的

分業体制の形成に対応 した、産業内貿易の性格を強 く持 っていることをうかがわせる。特に、近

年では電子産業における付加価値差に基づ く差別化品 目貿易が注 目きれる。両岸貿易総額は91年

の75.3億 ドルか ら、98年 には225.1億 ドルとほぼ3倍 に増大 した。 アジア経済危機の影響によっ

て輸出が減少 した98年 の貿易収支の うち、両岸貿易による台湾側の出超は142.9億 ドルに達 して

おり、この数字は同年の台湾当局が発表 した貿易収支黒字額59.4億 ドルを大幅に上回る。 この数

値には両岸貿易黒字分 こそ計上されていない ものの、香港 との貿易分が含まれてお り、さらに中

台間接貿易の多 くが香港経由によって行なわれていることを勘案すれば、 もし両岸貿易が無けれ

ば、台湾はこの数年貿易赤字に転落 していた可能性が高い。(表10参 照)冒 頭にも触れたように、

台湾の98年経済成長率の低下が主 として輸出の減少 とそれに伴 う民間投資の不調に起因 していた

ことを考慮するとき、とりわけ台湾にとって両岸貿易の重要性は、いっそ う際立った ものとなる

であろう。

表9,1998年の再岸貿易額上位品圓比輳

台湾→ 帽 艪 → 合湾

品 目 陰出額(US莇$} 辭購泌}㈱ 品 目 險蹈額(US酊}$) 諍囎 紛伊の

1自動データ麟 及師嬲 551,0 7,9 スタティ,クコンバーダ 197.7 7,3

2ポリ靴ビニル黝鰤雛 444.4 ■23.1 歴 青炭 176.8 匿10,9

3鬆 醗灘働醐み立て編 384.7 13.3 砌蠍 ・鉛鐐の韈品 163.1 13,4

4ハ イブリヲド鰤 鵬 360,1 127,8 餔データ臙 及翻 温 152,8 18.6

5ア クリロニトリル、ブタジエ廰 349,3 3.0 瀦機織 騫翻繍 124,2 188,6

61田S麺 合体 329,1 64,0 亜鉛塊 100。5 ■9,7

7巍 モノンリック 295.1 491.7 馴鵬 腸 64,5 ■7.7

8飆 270,5 ■25。1 鉄・非齣 縷品 63.2 籖8。1

9その櫨瀛 262.3 71.8 鍛電非詮黝 機品(驪 有量0.25%肚) 62.4 釀20,1

10そ 碗ブラスチヲク黜 260.3 ■16.4 変騰 容量IKV測ヌタティックコが 一ター 59,6 ■5.1

以下、ナイロン鎌紘変圧器,カラーTV陰極鑠管など 以下、インダクター、ダイオード、船 鐓 など

注:寵 マイナス。(露所)『交流』No,594
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表10.再岸貿易と台湾の貿易釈支黒字の搖移(199董～98年}(US百 万$)

醐揚顱 鯖の掴へ囎噸 中勘ら台浄の 鴿頒韻易黝i 舗頒易殿

年 仏=H+C) 雛(*B) 稔顱(C) ①・B-C> 黒瓢(**E}

1991 7,525.8 6,928.3 597,5 6,330,8 13,3i7。8

1992 10,443,9 9,396.8 747.1 8,949,7 9,463,5

1993 13,743.3 12,727,8 1,015.5 11,712.3 8,030.3

1994 16,511.7 14,653,0 1,858.7 12,794.3 7,699.6

1995 20,989,6 17,898.2 3,091,3 14,806.8 8,108.8

1996 22,208.1 19,148.3 3,059,8 16,088.5 13,572.0

1997 24,433。3 20,518,0 3,915.3 16,602.7 7,656.0

1998 22,510.9 18,400.4 4,110.5 14,289.9 5,938.0

注:台湾驪 計、香港海関統計に拠る。*B=台湾・飜統計の差の80%+香捲経宙の大陸翰齲+台濤の大鑞 出翻*零Eは香港との貿易分を含む』

(出那)表6掲蓑資料および前表資鞘煎o.549+594よ り餓

3.台 湾 電 子産 業 の大 陸進 出 一生産 構 造 の変 動 と顕 在化 す る 〃矛 盾 〃

ところで台湾電子産業に限った場合、その対大陸投資動向はどのような変貌を遂げているので

あろ うか。交流協会刊 『大陸への投資拡大 による両岸経済関係への影響』(1998年3月)で は、9

1～95年 の主要製造業種ごとのGDP平 均成長率と国内総固定資本形成に対する大陸投資の割合、

および96年 末累計での対大陸投資額の対世界投資額割合分析 から、台湾製造業のパフォーマソス

を以下4つ のグループに類型化 している。20)(表11参 照)

(1)Aグ ループ…GDP成 長率がマイナスにもかかわらず、大陸投資/総 固定資本形成割合およ

び大陸投資/世 界投資割合が比較的高い業種。 これは国内設備投資が進まない一方で、大陸

への生産拠点シフトが進んでお り、いわゆる 「空洞化」が進む衰退産業である。「プラスチ ッ

ク製品」、「皮革製品」、「木竹加工業」などはそうした例であろう。また 「精密機械」 につい

ては、大陸投資が急激に進んだ結果、国内投資不足が顕著 となり、成長もマイナスとなって

いる。両岸での有効な分業体制構築が短期間で放棄された 「夜逃げ型」の様相を見せている。

(2)Bグ ループ…GDP成 長率がマイナスで、かつ大陸投資/総 固定資本形成割合および大陸投

資/世 界投資割合が比較的低い業種。国内設備投資は引 き続 き行なわれてはいるが、製品の

高付加価値化は困難で、今後に多 くを期待できない。また早 くから大陸への生産拠点 シフ ト

が進む一方で、他 の地域への展開も図 られてきた産業として、「製紙および印刷」、厂紡織業」

などが挙 げられる。

(3)Cグ ループ…GDP成 長率がプラスもしくは製造業平均(4.82%〉 以上。大陸投資/総 固定資

本形成割合は低いものの、大陸投資/世 界投資割合が比較的高い業種。国内設備投資が進む
一方で、海外生産拠点シフ ト先が大陸 に集中する傾向があることをうかがわせ る。「食品 ・

飲料」、「輸送機械」、「機械」、「金属製品」などの業種が これにあたる。

(4)Dグ ルー プ…GDP成 長率が製造業平均 を上回り、 しかも大陸投資/総 固定資本形成割合 お

よび大陸投資/世 界投資割合が比較的低い業種。国内設備投資 も順調に伸び、また海外投資

も大陸への集中を起 こさずに進んでいる。いわゆる 「根留台湾 ・国際展開」の主導的産業 と

考えられ る。r化 学」、「非金属」、「電子電器」が代表例。
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上記からは、90年 代半ばまでの台湾電子産業の国内固定資本形成に対する大陸投資の割合が、

他業種に比較 してかな り低率であったことが分かる。 これは大陸への生産拠点シフ ト以上 に国内

投資が活発に行なわれてきたことの証左であ り、台湾電子産業が積極的なグローバ リゼーショソ

を図 りつつも・なお基幹的部門を台湾内に留めつつ構造調整を果たしてきたことを物語 る。

1豆 翼 1亘 盈

Aiプラスチック襲贔1業 置320,595.6 幟 品・鰭臻 316.969.7

皮箪襲品工業 霞1229,388,9 i鬮駄蹼 27。9.65.4

木・竹・飆 業 醒1568,668.3 i踟業 56.983.3

精密癢に[業 ■378。392.1 勸 鑷・皺 肛業 64.350.2

Bi襲緬及び口明躍1業 霞13.542,2 璞候:臻 95.229.8

蠡廉[業 璽28。143,3 i糊 ・搬 513.048.3

i肝・鶤臻 118.237.9

騨 マイナス

表11.台湾製造業葉腫滂のGDP震長率(1)と対大陸艮資/目攤 碇資本㈱比率(1)(1991～95年乎均》および舳 陵資/対彦雰授資比率(薑)←1996年末塁評)6の

(躪所)交浅鴇会『雉 への轍 大による画岸軽済臠係への擁と今袋の謂瞳1(韮998年)甘表6、11より作裁

しか し、前章でも触れたように、90年 代後期に入 っての更なる生産構造変化と国際的競争環境

の激化を反映 して、これまで産業空洞化を回避 し 「根留台湾 ・国際展開」を比較的順調に維持 し

て きた台湾電子産業 もまた、近年では大陸投資を活発化させる傾向にある。たとえば、台湾経済

部投資審議会の発表値によれば、台資の対大陸投資中に占める 「電子電器」の割合は92年 の15.1

%か ら98年上半期には30.0%へ と上昇 した。 また対外直接投資全体に占める大陸投資割合 も96年

末累計でこそ37.9%と 他業種に比べると低率だったが、単年度ベースで見 ると、95年 以降は50～

60%台 に上昇 しており、大陸への投資が90年 代後期以降、急速に増大 して きたことも分かる。 さ

らに、法制上から小規模投資が補足困難なことや数回の追加申請措置などの影響もあって正確に

は把握できないまで も、台湾電子産業企業による一案件あたり投資規模は95年 には92年 の2.4倍 、

96年 には3.8倍 と次第に大型化する傾向も指摘で きる。(表12参 照)例 えば、国内大手のパ ソコソ

メーカーであるエイサー ・グループ(宏 碁電脳集団)が 上海郊外や広東省東莞地区に台湾の電子

産業として最大規模の工場建設 を進めるなど、大企業集団の投資が活発化 していることは、その
一例である。21)

表12.台覯子・電器企業の対大陸撲資の雛移(1992～98年上半期)

1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998上鵜

臙 獺錐に占める

賺 の騰齢 偵0 15,1 14.0 16,3 19,7 22,5 20.2 30,0

同雑刎肪たり肝均

嫐(US刊) 1,081
*373
1,061 2,557 4;012 *721 1,867

同黜轍 催占める
対驫 伊の 22.4 81.0 35.2 52.4 52.4 62.5 62.5

注:経済裁闃霞審讙委員会認可に基づく。なお*93年、零97年の1件あたり投一 によ,て中ホ企業の幟 集中したことによる。

(出旃表5および表10鶉暇資科より臓
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電子産業を主導する台湾の企業集団においては、欧米市場選好を強める一方で近年では低付加

価値製品の生産拠点シフ トをいっそ う熱心に図るようになった。その背景には国内におけ る上位

メーカーへの生産集中化傾向がある。台湾の電子産業企業会である電機電子工業同業公会によれ

ば、1996年 に台湾電子産業全体の売 り上げ総額は国内外あわせておよそ594 .2億 ドルであった。

これに対 して情報機器製造業企業上位20社 の売 り上げは約147 .8億 ドルに達 してお り、約4分 の
一が集中している計算 となる

。22)ま た、98年 の経済部 『中小企業白(皮)書 』は大規模設備投

資が必要な半導体製造はファソドリー ・サー ビス会社に集中される他、高規格の技術水準が要求

されるノー ト型パソコソ、液晶ディスプレイ装置、カラーモニター等の製造においては、従業員

200名 未満の中小企業参入の余地は著 しく制限されていることを指摘 している。23)今後、電子産

業の裾野が後発諸国にも拡が り、製品の低価格化が進行するにつれて、国際競争を勝ち抜 く重点

的資質は従来の 「量的拡大=低 価格製品」に代わって 「質的向上=高 規格製品」'へと変わってい

くことになるだろう。先に挙げたエイサー ・グループの総帥、施振栄氏は台湾製品のマイナスイ

メージを作 り上げた原因として、低品質製品を台湾製 とし、高品質製品を外国ブラソ ドにOEM

供給 している既成 の供給システムを挙げ、自らはいち早 く自社ブラソ ド生産に乗 り出す とともに、

これまでの台湾電子産業の主流経営戦略であった低価格路線に見切 りをつけている。24)後発諸

国の参入が予想される電子情報機器 の国際的大競争のあ り方を想定する限 り、従来のOEM生 産

と中小企業間のアウ トー ソーシソグを特徴 とする生産分業システムでは、高規格商品開発 には充

分対応できない。その結果、特に企業集団を中心とした生産集中が促進され、研究開発と品質 ・

工程管理の一元化が進むことになる。これが90年 代初頭 までは高かった中小企業の生産比率 を低

下させ るとともに、外注方式を通 じた企業間での工程分業 システムから、全工程を内製化 し、低

付加価値品目の生産工程を海外シフ トさせ ることで企業内分業による生産 システムへと構造変革

を促 し、 したがって、大陸への投資を増大 させるイソパク トともなっていると考えられる。25)

さらに、台湾電子産業の大陸進出が近年急 ピッチに進みつつある今一つの理由として、大陸自

体の"ネ ットワー ク社会"へ の移行 と、それに伴 う情報関連機器市場の拡大がある。改革開放政

策との関連で言えば、江一朱体制が現在進める国有企業の淘汰と経営改革、いわゆる 「抓大放小」

政策によって民営移管が不可避な中小国有企業にとって、情報機器はます ます ビジネス上の必需

品とな り、特にイソターネッ トによる情報 アクセスを可能とするパ ソコソ需要の急増が見込まれ

よう。実際・中国情報産業省によれば中国のPC販 売台数は1997年 の320万 台から98年 には425万

台に上 った。米国の調査会社AFHC社 の需要予測によれば、この数年は年率で約40%の 需要増が

見込まれてお り、2000年 には830万 台に達す ると言 う。イソターネ ッ トのプロバイダー契約 もう

なぎ登 りで・現在210万 の"ネ ット人 口"は2000年 には一挙に1300万 人に達するとの予測もある。
26)中 国は情報機器に関する世界最大の成長市場 として急速 に成熟化 し

つつあ り、21世 紀初頭 に

は巨大マーケ ットが出現することは疑いのないところである。

この巨大市場を 目指 し、既 に先行 してい るのが米国大手企業のマーケティソグ活動である。

IBM,Compaq,Hewlett-Packardの 米系3大 メーカーは輸入関税 を回避す るためにもいち早 く

中国への進出を果たし、98年 段階で概ね2割 の国内シェアを確保 した。 また中国国産 メーカーの

台頭 も著 しく、最大手の聨想頭脳集団は97年 には米系3強 を凌いでシェア トップに躍進、98年 上

半期でシェア12%を 確保 している。 さらにマイクロソフ ト社などは現地の豊富な高度技術者群 に

注 目し、一歩進んでソフ トウエアのR&Dセ ソターを中国国内に設置する動 きも見せており、台

湾電子産業が中国市場への参入をためらうならば、文字通 り時代 に素通 りされて しまう危険性 さ
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え浮上 してい る。27)情 報機器特有の

厂ネ ッ トワーク規模の経済」効果28)

をも考慮する時、中国市場への参入は

まさに 「先んずれば人を制す」 との属

性を強 く帯びるようになって きたので

ある。

しか し台湾の場合、ここに大 きな問

題が生 じる。それは主に政治的安全保

障の観点から、大陸への過度の経済的

依存を危惧する国民党政府が、特に大

企業の巨額 な直接投資 と技術移転を厳

しく規制 していることで、 しば しば国

際競争力強化と中国市場確保を 目指す

彼 らの利益に相反することである。と

りわけ97年7月 から施行 された投資制

限措置(い わゆる 「戒急用忍」政策)に おいて、国民党政府は個別案件 の投資上限を5000万 ドル

に定めるとともに、企業規模別 に投資上限を設定 し大企業による大陸投資を抑制 させ、同時に製

造業316品 目(他 に農業9品 目、サービス3品 目)の 投資を禁止 してハイテク及 びそれに関わ る

業種 の大陸投資を厳 しく規制す るようになった。29)この 「戒急用忍」政策に対 しては台湾財界

の雄、王永慶氏(台 湾プラスチ ック企業集団総帥)や 張榮發氏(エ バーグリーソ企業集団総帥)

などが国際競争力強化にマイナスであると公然 と政府を批判するなど、政府 と産業界 との軋轢が

表面化 しており、台湾社会の大 きな不安定要因 となっている。30)処理 を誤れば国民党統治存続

の可否にも関わる危険性を内包する問題 だけに、今後の成 りゆ きが注 目される。

確かに、大陸進出をめ ぐる費用対効果を考慮すれば、大企業の投資が リスクを伴 うものである

ことは事実であろ う。図2は 生産効率 と資産価値変動の関係 をごく簡単に概念化 して示 した もの

である。収益逓増産業として、技術内生化の程度とその蓄積効果 とともに、規模の経済性が生産

効率向上に特に大きな役割を果たすハイテク産業では、現地雇用や投資規模が大きくなるほど生

産効率が上昇 し、限界収益が上向きになるであろう。一方、投資設備のスクラップ ・アソ ド・ビ

ル トや累積す る維持 コス トの大 きさを考慮すれば、投資資産価値は一定の段階で逓減することが

予想 される。図中の投資資産価値は均衡点E以 前では限界収益を上回っているために、大陸に進

出する台湾企業は何 らかの緊急事態に対 して資産 を売却 ・撤収す る決断が容易に出来 るのに対 し

て、E点 以後は限界収益が投資資産価値を上回るために、台資は撤退に関して積極的判断を下 し

にくくな:る可能性が高い。すなわち、い ったん進出した企業にとっては投資規模が大 きくなる程、

大陸か らの撤退は容易ではな くなる。か くして、台湾政府は主 として政治的観点から大陸投資を

規制 し、産業界、特にその"標 的"と なる電子産業の大企業は主に国際競争力強化の観点からこ

れに抵抗することとなる。31台 湾電子産業は、「政治の論理」と 「ビジネスの論理」 との間にあ

るジレソマに辛吟 しているのが実情なのである。
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4.経 済 発展 と社 会変 動 一 「統 合 」 と 「分 解」 の狭 間 で

この30余 年の問に台湾社会に実境 した 「公平を伴 う急速な成長」(世 界銀行32))は 、高い消費

選好能力と多様な消費的価値観を備えた中間層の広汎な出現を促す一方で、ビジネス界における

苛烈な競争環境は起業家精神の萌胚する経済風土 をますます強化 した。それとともに、台湾には

冷戦構造下の 「反共」 を国是とした統治権力からのお仕着せでは無い、富裕な社会の実現を背景

とす る民衆の自負に支 えられた内的共同意識 として覚醒 し、実存するこの社会を一個の独立 した

ものとして、 しかも明らかに大陸 とは異なったものとして捉える意識 が台頭 している。そ してそ

れはまた、旧来の政治 システムに ドラステ ィックな変動をもた らす"力"を この島に生み出 して

いる。1987年 の戒厳令解除以降顕著に進んだ本省人主導による民主化 と政治 システム上の改革=

「台湾の台湾化」は、その最も大 きな成果である。

「新台湾主義」 とも命名すべきこの トレソ ドを象徴するのは、「独立」を綱領 に掲げた野党民

主進歩党(DPP)の 着実な党勢拡大である。DPPは1986年 の結党以来一貫 して 「台湾独立」を綱

領 に掲げ、国民党の一党統治に挑戦 してきた。民主化 の進展 と共にその党勢は拡大 し、97年11月

の統一地方選挙では得票率で初めて与党国民党を凌駕(民 進党43.3%⇔ 国民党42 .1%)、 全23県

(台北、高雄両市除 く)の うち12県 の首長を確保す るに至 り、その支持者は産業界にも浸透 しつ

つある。33)特筆すべ きは、最近の民意が両岸政策に慎重 な姿勢を鮮明に していることや米 ・日

両国が台湾独立 に否定的態度を取 っていることもあって、DPPは 「台湾独立」を綱領に掲げつ

つも、近年では 「政権交代可能な勢力」への脱皮を目指 して路線の穏健中道化が進んでいること

である。例えば、98年 末の選挙で惜敗 したとはいえ、同党の次期総統選候補 ど目される陳水扁氏

(前台北市長)の 台湾独立に対する姿勢は、彼が民進党初の台北市政を執 った94年 以来次第に軟

化 してお り、今 日ではプラグマティックな感覚を備 えた中道政治家と しての評価が高い。34)

DPPの 党勢拡大はその大陸政策に関する主張にではな く、む しろ社会保障の充実や国際社会に

おける発言権確保を訴 えるなどの 「台湾人第一」を前面に出 した内治策にある。98年 末のいわゆ

る トリプル選挙(立 法院議員、台北 ・高雄両市長お よび市議会議員の同時選挙)の 際、DPPは

立法院選挙では得票率を漸減 させたとはいえ、「台湾人第一」の主張 を明解にすることで、依然

として約3割 の民意を掌握 した。また、高雄i市長選挙では同党候補の謝長延氏が国民党の現職を

破って市長の座を射止めたが、それは国民党市政期の生活イソフラ整備の遅れを攻撃 したことが

勝因の一つともなったのである。35)

そ して より注 目すべき点は、 こうした情勢を前に与党国民党もまた政権維持のために組織的自

己革新を図 り、「新台湾主義」を前面 に押 し出さざるを得な くなっていることである。98年 末の

前記選挙時に李登輝が初めて主張 した 「新台湾人」のスローガソは、こうした潮流の延長上にあっ

た。今では行政院大陸委員会やマスコミによって頻繁に行われるようになった世論調査 によれば、

台湾 と大陸 との関係 に対する民意は現状維持指向を鮮 明にしてきた。例 えば、98年10月 に行政院

大陸委員会が実施 した調査結果では、台湾の地位に関 して現状維持が53%と 過半を占めた他、交

渉のテソポは 「現状で良い」が36%、 自らのアイデソティティーについては 「中国人であり台湾

人である」が45%と それぞれ最大 とな り、急激な地位 の変更を求めない民意の定着を印象づけ

た。36)同委員会副主任の林中斌氏はこの点を、 「98年8月 以来、統一指向派はおよそ16%、 独

立派は19%と ほぼ拮抗するが、過半は現状維持派であ り、 この傾向はほぼ定着 しつつある」 と分

析す る。37)(ただ し、李登輝総統のいわゆる 「国と国との特別な関係」発言が中国を刺激 した99
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年7.月9日 以後、最初に行なわれた世論調査 では李発言への支持者が65.5%に 達 した他、「自ら

は台湾人である」 と答えた人が全体の44.8%と 、一時的にせよ増加を見たことはバラソスに微妙

な変化 をもたらす可能性 もあるが、台湾政府当局はこれに過剰な反応を示すべきでないと、慎重
な姿勢を崩 してL・ない。38))

民意の所在を尊重する形で、中国が言 う 「両岸統一」 に関す る台湾国民党とDPPの 有力両政

党の主張は、次第に収れんを見せている。96年 に初めて行なわれた総統民選において、当選 した

李登輝が得票過半数(54%)を 制する一方でDPP候 補だった彭 明敏氏が21%の 支持票を集めた と

い う事実は、少な くとも中台関係 に関 して台湾民衆の4分 の3が 、中国の言う 「一国両制」によ

る統一方式 に不同意であることを如実に示す ものであった。 また先の立法院選挙においても 「中

台統一」を標榜す る新党はわずか11議 席 と惨敗、また中国からの完全独立を唱える建国党も党勢

を零落 させている。急進的統一派 と急進的独立派の敗退によって、両岸経済交流のモデレー トな

深化への支持 と中国が示す 「一国両制」への拒否は、国民的 コンセソサスとして定着 しつつある

観がある。 こうしたことから、最近話題となる2000年 の次期総統選挙においては国民党(連 戦氏)、

DPP(陳 水扁氏)、 あるいは第三候補(宋 楚瑜氏)の 内、たとえ誰が当選 して も、台湾の中道

路線は大きく変更することはないと断言できる。21世 紀の中台関係を見るうえで最 も重要な点は、

民主化 と新台湾主義の台頭がもた らした 「民意への服従」 という新政治風土の構築なのである。
一方、中国においては開始から約20年 を経た改革開放路線 が幾つかのデ ッドロックに乗 り上げ

ており、「社会主義市場経済」は解決困難な様々な矛盾に直面 している。拡がる地域間格差、沿

海部諸省政府の割拠主義など、「改革開放の加速」 と 「先富の調整」 をめ ぐる中央 ・地方の対立

はとりもなお さず、今 日の中国が直面するジレソマを象徴す る。また国有企業改革の成否は地域

間格差の是正と所得再分配を進め、社会主義中国の統合を維持する上で不可欠の課題であろう。
いわゆる 「採大放小」 に伴 う大型国有企業集団への再編は、総要素生産性の向上 を伴わない限 り

早晩資本収益の逓減に直面するだろ うし、経営効率改善の成否は金融機関のオーバー ローソによ

る不良債権拡大という危険性にも直結する。 また98年 末で レイオフ人 口を含む約1700万 人の工業

労働失業者は即、社会不安の温床であ り、朱首相が言 うように今後2年 間に国有企業改革をさら

に断行 してい くとなれば、この数は雪 ダルマ式に膨 らんでい くことになる。39)99年 に入 って国

有企業整理のタイムスケジュールが大幅に遅延され る40)な ど、改革は既 にい くつかの抵抗に直

面 してお り、江一朱体制の経済改革の成否は予断を許 さない。ただ し、私的経営への全面的支援

な くして、析出する余剰労働力の吸収はほとんど不可能である。 さらに情報化社会の到来は、各

人が膨大な情報を取捨選択 し迅速な判断を下すための主体性や個人の独創性に重きを置 くビジネ

ス環境を中国にもたらしつつある。多様な価値観や独創性が基礎 となる国際的な産業競争力の育

成要請 と、国家による情報の一元的管理 とは極めて両立困難な課題であろう。 また大競争時代の

下で海外からの投資を求める国に最も強 く要求 され るものがビジネスにおける透明性であること

をも考慮す るならば、中国が今後 も共産党統治下での統制的社会システムを維持するには、極め

て高い社会的 コス トを支払わなければならない。「先富の調整」問題をは じめ、各地での社会的

不満を解消 してい くうえでも、早晩、中国の改革開放政策は上部構造の ドラスティックな変革を

迫 られ ることになるのであろ う。

論点を整理 したい。企業のグローバ リゼーショソ(特 に大陸への資本 シフ ト)を 背景として、

台湾ではこれまで開発独裁体制が保障 してきた国民党の統治正統性が新台湾主義と社会的多元化

の流れに突 き崩 され、今日では民意を無視する政策は、いかなる意味で も実行不可能とな りつつ
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ある。一方、大陸 もまた市場経済化と(台 湾資本が重要 な役割を果たした)環 太平洋経済へのイ

ソテグレーショソが進行するにつれ、中国共産党は所得格差の拡大や地方主義の台頭といった矛

盾 を十分に解消で きないでいる。その解決のために、現在、彼らは公的所有制度や一党支配 とい

う既成の社会主義原則 まで も大 きく変更する必要に迫 られてお り、一元的な社会統治が動揺する

可能性を多分に含んでいる6皮 肉な言い方ではあるが、中 ・台両岸の経済的接近は2つ の社会そ

れぞれの変容と再編成を促 しつつあ り、今や北京 ・台北の両政権政党はその圧力に動揺 しつつ、

足元に働 く社会的 「分解力」に必死に対峙 しようとしている。台湾における大陸投資をめ ぐるビ

ジネスと政府の軋轢や、中国における台資誘導の中央 ・地方政府間の思惑の差異などはそ うした

矛盾の顕在化 した、象徴的事例なのである。

両岸関係の現状について、大陸委員会副主任の林氏は 「中国がオフェソシブな立場にあ り、台

湾は受け身的立場にある」とし、台湾側の外交的"劣 勢"を 間接的ながら認めている。41)ま だ

海外識者の中にも、台湾が中国に対 して与 えうる影響力は限定的だとの見方は少な くない。42)

確かに、現在の軍事的 ・外交的バラソスを勘案すれば、こうした意見は必ず しも誤 りとは言えな

い。 しかし、たとえば華南地域に展開する台湾中小企業が合弁形態を通 じて余剰労働力を吸収す

るとともに企業の経営体質改善に重要なイソセソテ ィブを与え、所有構造の変革にも大きな寄与

を しているとの指摘43)の ように、台資の対中投資は政治力 ・軍事力とはまた別の次元から、集

権的社会主義体制の分解 に対 して、む しろ積極的なモーメソ トを付与 している。改革開放以来進

んだ中国経済の外向化は、とりもなおさず環太平洋経済圏へのイソテグレーショソを意味 してお

り、 もはや後戻 り不可能、と言 う意味で社会 自体の変容を不可避 とした。台資の中国進出は、そ

うした社会的変容を中国に促す、まさに 「分解作用の触媒」の役割を果たしているのである。

5.「 東 アジア情報化社会」時代 における中台統 一の展望一結びに代 えて

1998年 の中国の実質経済成長率は7.8%に 留 まり、朱首相が当初掲げた 「公約」8%は 未達成

に終わって しまった。99年 のそれはかろうじて7%台 に留まるものとされ るが、成長率の1%ダ

ウソでおよそ100万 人の就職先が失われるという厳 しい雇用情勢下にあって、経済の浮揚は江一

朱政権にとって必須の課題となっている。アジア通貨危機 による東南アジア市場 の低迷 と、同地

域諸国の通貨価値下落 に伴 う輸出能力の回復 もあって、貿易収支拡大余力が相対的に減 じる中、

中国が今後 も成長力を維持す るためには、公共投資を軸 とした内需主導型経済へと緩やかに移行

せざるを得ないだろう。ただし、そのためにもリソース=バ ラソスを埋め合わせる外部資金の注

入が必要であ り、 この点からも台湾資本への依存は今後 も増大 してい くことが予想 される。

一方、台湾政府当局の規制措置にも関わらず、国際競争力を維持強化すべく台湾電子産業界の

大陸への進出圧力は、ますます増大 してい くだろう。 さらに中国の 〃ネッ トワー ク社会〃への移

行は予想を超えて進展中である。成熟 しつつある中国巨大市場の確保に向けたハイテク産業進出

は、今 日、 「先んずれば人を制す」の性格をいっそ う強めてお り、 この点からも台湾電子産業は

大陸へのアクセスを強化せ ざるをえない。

かくして、深まる両岸経済の統合は北京 ・台北間に存在する政治的対立の背後で、両者を 「奇

妙 な共存」 という段階に誘導する。すなわち、政治的にも経済的にも双方 どちらかでの急激な混

乱は、両当事者にとって必ず しも好ま しいものではな く、それぞれの思惑の違 いを越 えて、両者

は対岸の変化により敏感に対応 しなければな らなくなっている。例えば、収穫逓増産業である台
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湾電子産業の対中投資は、人民元価値の下落(す なわち、台湾元価値の相対的上昇)が 進めば台

資 にとって現地雇用力を拡大 させ、より良質の労働投入を相対的に増大 させることができる。 ま

た産業内貿易の実態をも考慮すれば、人民元の下落に伴なって進出台資 による電:子機器部品の輸

出力は増大するので、台湾元ベースで見た限界収益曲線は上方ヘシフ トすることになる。仮に資

産価値曲線 が不動であるとすれば、両者の採算上 の均衡点はますます左方ヘ シフ トして くる

(EO→E1→E2)こ とか ら、費用対効果 を勘案 した場合、大陸に進出 した台湾電子産業企業に

とっては中国元の下落が進めば撤退はますます困難 となり、また撤退の困難性は投資規模が大 き

く、 したがって総資本収益や投下資産価値が大 きい大企業ほど顕著となることが予想 される。

(図3参 照)両 者の経済的一衣帯水化が進む中にあって、台湾政府は中国市場購買力の相対的縮

小 に歯止めをかけるのみならず、好むと好 まざるとにかかわらず、投資 リスクの軽減の意味から

も、中国元の切 り下げを阻止す る〃宿命 〃を背負 うことになっているのである。

現在、台湾では急速な社会変動が進行 している。国際競争力を備えたグローバル企業の出現は、

この島の人々にビジネスにおける旺盛な行動力と自信 をもたらし、また1980年 代末から始まった

政治的改革は複数政党システムや総統民選を実現 させ、台湾独立派の伸長ともあいまって社会の

多元化をいっそ う促進 した。 こうした台湾社会の変貌の過程で、大陸 との将来的統一問題は或 る

意味では二義的なものとなりつつある。政治的国境を止揚す る形で進んだ台湾資本の大陸投資 と

産業内貿易の深化により、今 日の中台両岸は もはや分離不可分な地域 として、その経済ダイナ ミ

ズムを日々増進 させている。そして中国の 「社会主義市場経済」は、部分的にはアジア太平洋経

済圏にイソテグレー トされ、国境はその物理的意味を次第に失いつづある。 こうした トレソドは、

統合市場での企業経営形態 に重大な変容を迫 らずにはおかない。企業は多様なグローバル市場各々

での消費ニーズに即応するために、情報処理効率の向上と意志決定の迅速化を図らなければなら

ない。各市場特性に適応 し、一定の自主的決定権を付加された現地法人間のネットワークを備え

た分権的 ・自立型の組織企業 こそが大

競争時代を勝ち抜いてい くだろう。梅

津和郎教授(名 古屋学院大)は 、「グ

ローバル企業はと りわけ途上諸国統合

市場で子会社 ・合弁会社 を自らの都合

のみで勝手に撤退 させれば、統合市場

での拠点を失 う危険を覚悟 しなければ

ならな くならず、 より良好な経営効率

を求めるためには現地進出法人の自立

化を図らねばな らな くなる」とした う

えで、グローバル企業が多様な地域経

済統合に対応 して競争形態を変化 させ

るには、経営の効率改善 とともに継続

的技術移転が不可欠な課題 であると言

う。44)大陸に進出する台湾資本にとっ

て、その グローバル企業化の成否は彼

らが国際分業体制の一部 として 「国際

化 した体系的アメーバ組織」(施 振栄
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氏)の 企業形態を大陸に定着させることが出来るか否かに多分にかかっている。

さらに、 こうした企業革新の波は中国の社会システムに も必然的に及んでい くであろう。21世

紀を見据えた"時 代の要請"と 既存の一元的 ・中央集権的社会システムは明らかに相反 してお り、

その変容は不可避である。すなわち、中国がハイテク産業を興 し、近い将来に先進諸国へのキャッ

チアップを果たそ うとす る限 り、台資 に課せ られた企業革新要請は中国企業自体にも及ぶ。そ し

て、所有制のあ り方をも含めた生産部門の革新は、次世紀社会のあり方を根本的に変えてい く十

分な要因とな りうる。 こうした因果律を踏まえる限 り、既に グローバル企業化への道を歩む台湾

ハイテク産業の本格的な大陸進出こそは、技術 ・経営資源の移転を通 じて、両岸社会の均質化 を

促がすモーメソ トの有力な供給源 となると考えられ る。

21世紀の中国 ・台湾では、1949年 以来形成 された固有社会に対 して変容を促す 「分解力」が、

旧来の分裂状態下でそれぞれに付加 されていた 「統合力」を凌駕 していくと予想される。すなわ

ち、両岸では多元的社会への不可避的移行 に対応す るべ く新たな政治的 ・社会的再編が進展 し、

両岸の経済統合ベク トルが力を増 していくだろ う。両岸政治的統一の展望は、そ うした地平が開

かれたとき、より具体性を帯びた ものとな る。換言すれば、大陸にIT革 命の波がい っそ う波及

し、台湾電子産業が大陸に本格的な参入を遂げる時 こそは、また両岸の経済的均質化と並行 して

社会的収れんが進展する時で もあり、その時 こそ中国 ・台湾の統一問題は、解決へのより実質的

な展望を持 ち得ると思われるのである。

〈1999年12月31日 脱稿〉

〈付記〉

①拙稿は1999年 度国際学部共同研究における調査研究をもとに行なった第58回 国際経済学会全国

大会での発表(1999年10月24日 。於:大 阪産業大学)を ふまえ、報告フルペーパーを一部修正

加筆 したものである。同会においては討論者の洪詩鴻先生(阪 南大学)は じめ、多 くの先生方

から適切なご教示をいただいた。紙面を借 りて謝意を表する次第である。

②脱稿後の2000年3月18日 に行なわれた台湾総統選挙において民進党の陳水扁氏が当選 し、国民

党は1949年 の台湾統治以来初めて下野す ることになった。今後の台湾の内政、対中関係の成 り

ゆきが注 目されるが、拙稿での分析で も触れたように、台湾社会の多元化 トレソドと中台両岸

関係(特 に経済関係)の 現状をふまえるならば、軍事的緊張を喚起することは北京 ・台北双方

にとって大いなるマイナスであ り、今回の総統選挙結果は論文基調に大きな変更を迫 るもので

はないと考 えている。
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第7章 。(岩 波 書店 ・1996年)ま た、世 銀 レポー トは特定産 業 を ター ゲ ッ トとす る産業 政策

の有効 性を あま り高 く評価 して いない が、台湾電 子産業 の具体 的事例 において は再検討 の余

地 があ る。註7掲 載資料 第6章 参照。

10.台 湾 の科学工業園 区は新竹 の他 、1998年 に は台南 に も設立 された。 また、現在で は中西部 の

苗栗(竹 南 ・銅 鑼)に 第3・ 第4の 園区 が計 画中で ある。

11.ITRIか らの技 術者 の産業 界 ス ピソオ フは1994年308件 、95年795件 、96年674件 、97年552件 、

また技術 移転 は97年 の みで民 間499社 に対 し332件 が為 され た。『交流』No.574(98年5月15

日)お よび98年7月18日 付 「日経」紙 。

12.川 上 桃 子 「企 業間分 業 と企業成 長 ・産業 発展」、 ア ジア経 済研究所 『ア ジア経済 』XXXIX

-12(1998年12月)23ペ ー ジ
。

13.PorterE.M.,71肋 伽 ρg∫漉η2、4伽7勿g20∫1>魏 ㎝s,TheFreePress,1990,Chap.3(邦 訳:

土 岐坤他訳 『国 の競争優位 』 ダイ アモ ソ ド社 ・1992年 、179～181ペ ー ジ。)

14.註2掲 載資料

15.台 湾 資 本の中国進 出は1990年 に 間接的投 資が認 め られて以来本格 化 した。 同法 は93年3月 に

改正施行 され、それ以前 に未認可 で大陸 への投資 を行 なった企 業に対 して追 加許可 申請 を義

務づ けた。 表6中 の経済部投 資審 議委員 会認可額 が93年 に急増 してい るのは、主 に この理 由

に よる。 た だ し同法 を もって して も、100万 ドル未満 投資案 件 について は第3国 での子 会社

設立義務 免除 を認 めてい るため 、小規模 投資 の捕捉 は極め て困難 で ある。詳 しくは以下 の文

献参照。 奥 田 「中台両 岸経済 関係 と ア ジア太平 洋 オー プソ ・リー ジ ョナ リズ ム」、梅津和 郎

編 『アジア太平洋共 同体』(晃 洋書房 ・1996年)所 収。

16."TaiwanTradeOff,"1勉7動s∫8η2Ebo㎜ ゴc、鯒 ●α〃,August26,1999,p45

17.華 南地域 では台湾企業 に対 しての優 遇措置 を付 与 した誘導政策 が1980年 代 末か ら進め られ た。

この結果 、93年 まで の累計 で は広東 ・福建 両省 への投資が全体 のほぼ半分 を 占め ていた。 詳

し くは註15掲 載 資料参照。

18.経 済 部投資審議 委員会認可額 に基 づ く。『交流』No.574よ り。

19."MainlandAttraction,"Fb7動s∫8魏Eα ㎜ ゴcReview,April17,1997,p28
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20.台 湾 製造業種分類 とそ の分析 考察 について は本文 中資料 の他 、以下 の文献 を参考 に した。 交

流協 会 「台湾 の大陸投 資 と両岸経 済関係(1)～(5)」、 『交流』No.574(98年5月15日)～No.579

(98年7月31日)所 収 。 なお、1994年 か ら96年 に おけ る台湾資 本全体 の国内総固定資 本形成 に

対す る対大陸投 資割 合の年平 均伸 び率 は12%と 、 同期 国 内総 固定資 本形成増 加率7%を 大 き

く上 回 ってお り、投資 規模 の大型化、企 業集団主 導化 と もあい まって、いわゆ る 「空 洞化問

題」 が危惧 され る傾 向 にある。

21."HedigingItsBets,"Eα7Eσs∫8魏Eヒ(η ω痂o忍8寵8ω,March25,1999,p16お よ びAcer社

「1998会:社 案内」。

22.台 湾 区 電 機 電 子 工 業 同 業 公 会 、丁舵Pr2s6η'S∫ α'π∫αη4T〃8Fκ'%76D6η810ρ 〃28%'o∫

E18α17伽1α 勿lE18(≠ π澀∫cs乃吻s師8∫ 勿7切 ㎜ π(1998年 刊)お よび 『天 下雑誌 』97年6月 号 よ

り。

23.註4掲 載資料 。 同書に よれば、1997年 の ネ ッ トワー ク関連機器 生産 は全体 の86%が 中 小企 業

に よる生産 であ ったのに対 して、 ノー ト型 パ ソコソ46%、 液 晶デ ィス プ レイ装置52%、 カ ラー

モニ ターは57%に 留 ま った。

24.施 振 榮 『エイサー電脳 の挑 戦』87ペ ー ジ。

25.註12掲 載 資料 、8ペ ー ジ。

26.松 尾 泰 介「中国 パ ソコソ市場 に異 変」、『ア ジアマー ケ ッ トレビュー』誌1999年1月 合併 号14

～15ペ ー ジお よび99年6月3日 付 「朝 日」紙
。

27."KeyboardVirtuosos,"劭7E襯8ηzEbo㎜ ゴo飽 擁α〃,November26,1998,pp.57-60,&

"B
acktotheFuture,"」%7劭s∫ 跏 」齔o初 痂c1～ 厩8",March11,1999,pp.10-14

28.こ こで言 う 「ネ ッ トワー ク規模 の経済」 とはハー ド機器 の販売拡大 が もた らす周辺機 器や ソ

フ トウエアなど、同 じ機種 を持 つ消費者 が多 ければ多 いほ ど安価 で豊富 な品揃 えが可 能 とな

るように、消費の効用その もの が流通量 に よって影響 を受 ける形 の規模 の経済 を指 して い る。

エ レク トロニ クスや通信 な どの技術 に登 場す る互換 性 あるいは標 準性 な どの問題 に見 るよ う

な、消費 の効用 自体が規模 よって影響 を受け る効 果で ある。詳 しくは次 の文 献参照。藤 井美

文 ・菊池純一 『先 端技術 と経済 』(岩 波書店 ・1992年)第4章 。

29.台 湾 経 済部投資審 議委員会 「戒 急用忍與 大陸投資」(1998年)

30.註16掲 載 資料。

3L筆 者 が台湾区電機 電子工業 同業公会副総幹 事徐錦 明氏 と会談 したお り、 同氏 は電子産業 企業

の大 陸投資 問題 に触 れ、「政府 は業界 の要請 に理解 を示 して くれ てい る」 と評価 しつ つ も、

香港経 由 の投資 が時間 的 ・経 済的 に ロスが大 きい ことを認 め、「三通(通 郵 ・通航 ・通商)

は必然 で ある」 と現 行の投資規制 に対す る改善 を期 待 して いた。(1998年11月5日 記)

32.註7掲 載資料 、Overview参 照 。

33.た と えば1995～96年 に は台北医 療協会 の 多数派 がDPP支 持 に傾 いて お り、 また産業 界全 体

で も同期 の立法 院選挙 で は47%が 、96年 の 総 統選 挙 では24%がDPP候 補 に票を投 じて い る

との デー タもあ る。McBeathA.G.,阨 α1'〃α畷 柿2α加祝,AshgatePublishingLtd.,1998,

p140

34."OnetoWatch,"」%7劭s勧zEα 〃ω癬cR厩 伽,September10,1998,pp.28-30

35.1998年 末 の 「トリプル選挙 」 におい てDPPは 立 法院 選挙得票 率 が29.6%(前 回33%)と 、

結党以来12年 目 に して初の得票率減 少 を経験 した が、全体議席 の増 加 もあ って議席 数 は前回
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の45か ら70と 増 え、党勢 の後退 はわず かに留 まった。 また、惜 敗 した台北市長選 挙 において

も、陳水扁候補 の得 票率 自体 は45.9%と 、 前 回当選時の43.7%を 上 回 ってい た。

36.1998年11月7日 付 「自由時報」紙(台 北)。

37.台 湾 行政 院大陸委 員会、1励CN伽s劭 瞬 πg,No.0122,April26,1999,ま た 、98年 末 に台

南市 で行 なわれ た レフ ァレソダム(住 民投 票)で は78%の 人 々が対 中関係 につ いて 「現状維

持 で良 い」 と答 えて い る。 同市 がDPPの 強 い支 持基盤 で あ る ことを考 え合 わせ る時 、 この

数値 には大変興味深 い もの があ る。

38.台 湾 行政 院大陸委員会 、MAO1物 ωs砺 彫%gNo.0140,Sept.6,1999

39.中 国 の レイオフ人 口は1998年 末 で1500万 人 、完全失業者 を含 めて1700万 人 と され る。 しか し、

この数字 は あ くまで も"公 式発 表"値 で 、中国社 会科学院 の或 る研 究者 に よれば 、農村 部 に

存在 す る相対 的余剰 人 口1.3億 人 を加 えれ ば99年 の 全体失失業 率 は実 に25%に 達 す るとの観

測 もあ る。"BeijinChill,"F加Eαs'翩Eヒoηo祝 ∫cR6寵8ω,January14,1999,pp.12-13お よ

び羅冰 「改革亮危險訊 號」、雑誌 『争 鳴』1999年4月 号(香 港)。

40.1999年9,月 下 旬の共産 党第15期 中 央委員会 第4回 全体会議(四 中全会)で は特 に東北 部や 内

陸部 の国有企業改革 の停滞や 「公有制度維持 」 の建 て前 か ら、 改革 完 了期 限を従来 の2000年

ま でか ら2010年 ま で先 伸ば しされ、朱首相 の急進 的改革路線 は後退 を余儀 な くされ た。1999

年9月28周 「朝 日」紙 。

41.行 政 院大 陸委員会 副主 任林 中斌 氏への イ ソタビュー。(1998年11月3日 、台北)

42.た とえば次の文献 参照。FreemanJr.,W.C.,"PreventingWarintheTaiwanStrait,"

伽 召ゴ8ηノ4加ゴzs,Vol.77,No.4,July/August1998,pp.6-11

43.台 湾 経済部 『両岸経済 発展相互連動企 画研 究報告書 』(1996年 ・台北)。 また行政院大陸 委員

会 は、 中国が行 な う国有企 業改革 に台湾 と して支持 す る旨を明 らか に してい る。註37掲 載 資

料 、No.0108,January4,1999

44.梅 津 和郎 『世 界寡 占 とマー ケテ ィソグ行動』(晃 洋書房 ・1998年)44～47ペ ー ジ。
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